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は　じ　め　に
　日本において，スポーツ組織における経営の
安定化を思案する概念は，明確に提示されてい
るとは言えない。換言すれば，組織において安
定した資金調達から運用を行い，次の経営活動
の原資となる資金を創出するモデルが明確に存
在していない。この要因には，莫大な人件費が
必要であること，勝利がビジネス成功をもたら
すわけではない，などの一般企業のビジネスモ
デルからは性質を異にしていることが挙げられ
る。また，組織における経営活動の際の「資金
調達」および「資金運用」には，多くの要素が
複合的に結びつくために，一定のビジネスモデ
ルが導出できない傾向がある。
　なぜなら，堅牢な経営活動を行っている親会
社を出資者とするスポーツ組織から，ボラン
ティア中心で経営および運営がなされているス
ポーツ組織に至るまで，資金が循環することで
利益を創出する一定のビジネスモデルがないよ
うに思える。現状では，多くのスポーツ組織は，
母体とする親会社あるいはスポンサーからの資
金調達に依存している。一方，親会社やスポン
サーは昨今の景気低迷による影響を受け，ス
ポーツ組織への資金提供は減少傾向にある。
　こうした状況を明確に示す財務情報自体も非
公表または推測による情報が多く，唯一運営組
織全体で毎年情報を開示している Jリーグにお
いても，必ずしも満足いく情報内容とは言い難
い。しかし，スポーツ組織の社会性および公共
性を鑑みると，非上場企業であるということに
根拠を置き，財務情報を開示しないのではなく，
内部情報を利害関係者に開示することによって，
スポーツ組織の経営活動に透明性を与えること
は，スポーツ組織に限らず企業としての使命で
あることを認識しなければならない。
　法人税法上では親会社からスポーツ組織に資
金提供する場合は，「広告宣伝費」として損金処
理されている。つまり，親会社は広告宣伝を担
当する子会社とみなされるスポーツ組織へ資金
を提供することで，親会社では当該資金は必要
経費とみなされ，法人税の納付額が減免され
る１）。スポーツ組織は経営努力によっても限界
が生じ資金不足の際には，親会社から補填され
経営活動は継続することが可能となる。その反
面，親会社からの資金補填は，スポーツ組織の
効率的かつ健全な経営活動を妨げる要因になっ
ており，組織の経営活動が不透明になっている。
　本稿では，はじめにスポーツ組織を財務およ
び会計の概念から検証する学際的なアプローチ
手法に関して，先行研究に基づいてスポーツ
ファイナンスを再定義する。また，スポーツ
ファイナンスを理解するために，キャッシュ・
フロー概念との融合を紹介し，スポーツ組織を
取り巻く循環モデルに関して，ファイナンス概
念の重要性を検証する。
第１章　スポーツファイナンスの定義
　日本野球機構（Nippon Professional Basebal 
Organization: NPB）に属する球団や Jリーグに
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加盟するクラブであるトップスポーツ組織が行
う経営活動において，最終目標は利益追求であ
る。一方，NPOおよび法人格のない任意団体と
して活動する組織なども，営利目的ではないに
しろ，組織の運営または継続のためには資金を
獲得しなければならない。このように，スポー
ツ組織を運営かつ継続的に活動を続けるために
は，活動資金が必要である。資金は，親会社や
一般企業から提供されるものを元手として，経
営活動を通じで循環させること利益および活動
資金が生じ，組織を運営および継続させること
ができる。
　スポーツ組織を取り巻く資金を考察する際に，
ファイナンス要素およびアカウンティング要素
が複合的に結び付くと考える。そこで，当該ア
プローチは極めて学際的であるが，武藤（２００８）
は先行研究で「スポーツファイナンス」として
対象および研究領域の定義づけを行っている。
１．　理論概念
　スポーツファイナンスは，多岐にわたる複合
的な学問領域である。通常のファイナンスは，
「パブリックファイナンス」，「コーポレート
ファイナンス」に代表され，設定主体は企業，
地方自治体，国家などが挙げられる。ここで示
すスポーツファイナンスの設定主体は，スポー
ツ組織であり，選手の属するチーム，球団・ク
ラブ，加盟する協会，連盟，統括機構が検討対
象になる。武藤（２００８）は，この他に付随する
ものとして競技場のファイナンスを含め，今後
のファイナンス手法の動向では，財政や行政の
枠を超えるものの生じる可能性を検討する余地
に入れている。
　スポーツ組織における①資金調達，②資金運
用，③財務管理，④予算計画および⑤会計情報
等の開示が概念の範囲である。しかし，スポー
ツ組織はそれ自体では完成形ではない。なぜな
ら，競技を行うことで，利害関係者からの資金
の流入を目指すわけであり，そのためには，「競
技場」という「場」の存在が不可欠である。し
たがって，現状のスポーツ組織では，行政によ
り与えられた「場」を活用することで，経営活
動が行われる。つまり，行政による競技場の提
供が，スポーツ組織による経営活動の前提条件
になるが，極めて稀なケースでは，スポーツ組
織自体が競技場を保有する場合がある。この場
合，都市計画や行政主体の思惑がスポーツ組織
の経営活動と一致しなければならない。そのた
め，「競技場のファイナンス」はスポーツファ
イナンスを取り上げる際には付随するものであ
るが，必ずしも，日本の現状からは付随の域を
出ないと考える。
２．　スポーツ組織の領域
　スポーツファイナンスの概念および研究領域
の定義づけの目的は，スポーツ組織で労働力を
提供する人々に資することである。また，同時
に組織の利害関係者（ステークホルダー）にも
便益が生じることがなければ，最終的に社会に
資することとはなりえない。
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図１　スポーツファイナンスの学問領域
　スポーツ組織のステークホルダーは一般企業
のそれと最も違うことは，他のスポーツ組織が
含まれることにある。つまり，単一のチームが
存在するだけでは，スポーツ組織から生産され
るものはなく，対戦するチームを有するスポー
ツ組織が存在して初めて「ゲーム」という商品
が生産され，販売されることになる。換言すれ
ば，通常の産業と性質を異にするのは，一般企
業はマーケットにおいて他の企業より優位性を
得るために経営活動を行うが，他産業の顧客に
該当する観客・ファンがゲームを観戦する，つ
まり消費することで，スポーツ組織を運営・維
持するための原資が得られる。そのため重要な
ことは，チームの勝利のみに依存した経営を行
うべきではなく，勝敗と事業をリンクさせては
ならない（広瀬２００５）。「競技」と「ビジネス」
という性質の異なる２つの事業領域のバランス
を実現させることが重要であり，スポーツ組織
の経営活動の特異性がここにある。広瀬（２００９）
では，前者を FM（Field Management）とし，
後者を BM（Business Management）としてい
る。
　スポーツファイナンスの観点からは，FMと
BMを統合させる手法よりも活動の原資をいか
に調達するか，もしくはステークホルダーに訴
えかけるかが課題となってくる。当然ながら，
FMと BMを効率的に統合させることで，円滑
や原資の活用が可能となるが，有機的な統合は
困難であると広瀬（２００９）は述べている。
　こうした状況の中で，スポーツ組織が経営活
動を行うためには，①「地域」というブランド
を確立させること，②競技場での滞留時間を上
げていくこと，③支援をもたらすステークホル
ダーの存在を認め対応することが必要となって
くる。
３．　経営活動の領域
　スポーツ組織において，組織の維持のために
は一般企業と同様に「財務活動」および「事業
活動」を行わなければならない。多くのスポー
ツ組織は慈善事業ではなく，営利を目的として
「儲け＝利益」を追求しなければ存続できない。
つまり，収益が組織の運営および維持するため
の原資として必要なのである。
　一般企業と違い，スポーツ組織は収益が多岐
にわたっていることが多い。スポーツ組織は，
トッププロとアマチュアなどの競技レベルの差
により，活動内容に差異が生じる。なかでも，
双方においては財務活動より事業活動で差異が
生じてくる。その理由には，組織を取り巻くス
テークホルダー，とりわけ組織に収益をもたら
す主体が異なるためである。
　具体例として，プロサッカーチームの収益構
成および顧客構成を取り上げてみる。２０１１年３
月末現在において，日本国内の２８都道府県に本
拠地を置く３８のプロサッカークラブが加盟して
おり，Jリーグ・ディビジョン１（J１）に１８ク
ラブ，Jリーグ・ディビジョン２（J２）に２０ク
ラブが所属している。その収益構成は，典型的
に次の９つになる。
①チケット売上による入場料収入
②スポンサー収入
③グッズ販売収入
④ファンクラブ収入
⑤選手移籍金収入
⑥サッカースクール収入
⑦公式試合出場料としての Jリーグから分
配金
⑧放映権料としての Jリーグからの分配金
⑨順位による賞金
　当該９つの収益は，財務活動からの収入と事
業活動からの収入に分けられる。この場合の財
務活動からの収入は「ファイナンス」という資
金調達と考え，クラブの支出原資に割り当てら
れることになる。
　武藤（２００８）では，収益を事業収入とファイ
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ナンスとに区分し，行為の特性だけではなく，
目的から考察する区分法を用いている。例えば，
チケット販売による入場料収入は，事業活動か
らの収入と財務活動からのファイナンスとして
の要素を併せ持つとしている。それは，前売り
を行うことで収入を前倒しで得ているためであ
るとしている。前売券の販売には複数の目的が
あり，マーケティングおよび販売促進の観点か
らは，固定客化の促進を図りたいという目的が
ある。一方，ファイナンスの観点からは，早く
収入を得ることで，資金不足を解消したいとい
う目的がある。したがって，事業収入とファイ
ナンスの双方の性質を併せ持つとしている。
　アカウンティングの収益・費用概念という観
点からは，事業収入およびファイナンスはとも
に収益であり，将来の支出原資として組織に留
保される。収益は事業の対価として得られるも
のであるため，必ず「財またはサービス」とい
う商品の提供がなされた結果として，貨幣によ
る収益が発生する。当該収益を事業収入または
資金調達であるファイナンスに区分することは，
事象が発生して金銭が授受される段階では明確
に区分することは不可能と考える。しかし，１
会計期間等の一定のスパンで区切り，配賦の手
法により行為に基づいて収益を認識することは
可能である。事業収入とファイナンスを区分す
る意義は極めて少ないと考える。
　ただし，キャッシュ・フロー会計情報概念を
用いて，３区分（営業活動からのキャッシュ・
フロー：CFO，投資活動からのキャッシュ・フ
ロー：CFI，財務活動からのキャッシュ・フ
ロー：CFF）にすると次のようになる。
　CFOは本業である営業活動からのキャッ
シュ・イン・フローであるため，①チケット収
入，⑦公式試合出場料収入，⑨順位による報奨
金収入が割り当てられる。CFIは，投資活動か
らのキャッシュ・イン・フローであるため，⑤
移籍金収入はこれまでクラブが選手を育成した
ためであると考えて先行投資に割当て，⑥サッ
カースクール収入は普及およびジュニア・ユー
スの選手育成であると考えて同じく先行投資に
割当て，⑧放映権料収入は先行投資した選手お
よび選手の属するクラブの「ブランド」の確立
により放映がなされると考えることができる。
CFFは財務活動からのキャッシュ・イン・フ
ローであるため，②スポンサー収入は「ブラン
ド」の確立もあるがクラブ経営を支援する目的
が大きいことに着目し，③グッズ販売収入と④
はファンクラブ収入はクラブおよび選手の「ブ
ランド」によるものが大きいが本業である競技
とは異なり，クラブ運営を支援することに資す
るために割り当てた。
　このように，キャッシュのイン・フローを
キャッシュ・フロー会計情報概念に基づいて，
収益を事業収入とファイナンスに区分すると明
確になる。しかし，単一のクラブによる概念の
活用であれば，リーグ機構全体でのクラブ間比
較分析等には役立たないことに留意しなければ
ならない。
４．　ステークホルダーとの関係
　一般企業においてステークホルダーとの関係
は，投資意思決定に関する適切な判断材料を提
供するために，財務・会計情報を中心にした企
業情報を開示する。これは，企業には，ステー
クホルダーに対して，支払能力や現金創出能力
等に関した説明責任（accountability）があるた
めである。そのため，多くの企業では，IR
（Investor Relations）情報として積極的に情報を
開示する傾向がある。
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表１　キャッシュ・フロー概念による区分
番　号区　　　分
①⑦⑨営業活動からの CFCFO
⑤⑥⑧投資活動からの CFCFI
②③④財務活動からの CFCFF
　スポーツ組織においては，ステークホルダー
との関係でみると上記内容に加え，顧客である
ファンが含まれる。したがって，株主，経営者，
従業員，選手（外国人選手も含む），監督，コー
チ等チーム・スタッフ，ファン・サポーター，
国，地方自治体，リーグ機構，その他のスポー
ツ組織等がステークホルダーとなる。
　先進的な Jリーグに属するクラブの情報開示
は，詳細性の問題はあるが，リーグ機構が率先
して行われている。しかし，NPBに関しては，
非公表または推計の数値だけが開示され，日本
において経営活動を行う企業としては極めて説
明責任という義務を果たしていない。
　多くのトップスポーツ組織は上場企業ではな
く，株主は個人ではなく企業が多数を占めるこ
とから，一般の顧客であるファン・サポーター
等には開示されていない。さらに，会社法第４４０
条「計算書類の公告」によれば貸借対照表の公
告は義務であるが，スポーツ組織による計算書
類の公告は目にしない。決算の公告を行い，多
くのステークホルダーにスポーツ組織の現状を
開示し，多数の経営に関する意見を求めること
もスポーツ組織としては必要不可欠である。ま
た，スポーツ組織の社会的公共性を鑑みても，
すべてのステークホルダーに対して計算書類の
公告をすることは喫緊の課題である。
第２章　学術的融合によるビジネスモデル
　本章では，スポーツファイナンスの活用手法
として，スポーツビジネスにおけるビジネスモ
デルの検証を行いたい。
１．　実務から学問へのフィードバック
　小寺（２００９）は，スポーツ組織の構造を変
え，最終的に収益改善を達成し，成長していく
ことを「ターンアラウンド」と定義し，ターン
アラウンドを中核概念として，プロスポーツク
ラブのマネジメントに関する理論構築を行って
いる。そこでは，球団スタッフを動かすための
組織風土の再構築，適正な経営が行われるため
のガバナンス体制の構築，財務構造の構築，中
期計画の策定，指定管理者の受託等のスタジア
ムの管理運営，資金の確保，人材採用，外部戦
力としての人的資源の活用，設備投資，CRM
（Customer Relationship Management）の推進
等の観客動員の増加のためのインフラ整備の必
要性，商品・グッズ，飲食，営業，放映権・コ
ンテンツ等の事業ラインの整備，ステークホル
ダーとのコミュニケーション，管理部門の強
化，コスト削減，フィールド・マネジメント，
リーグ・連盟・協会等との関わり，他のスポー
ツへの展開，他のスポーツの取り込み，海外展
開，スタジアム外への展開等の新中期計画の作
成等，トップ（プロ）スポーツクラブのマネジ
メント実務において発生するトピックスを取り
上げている。
　上記内容において，スポーツファイナンスが
領域とするのは，資金を背景としてスポーツ組
織が経営活動を行うことを念頭に入れると，す
べての活動が広義のスポーツファイナンスに含
まれる。しかし，狭義のスポーツファイナンス
とした場合には，かなり絞られることになる。
先の表１で示したように，学問領域のなかでス
ポーツ組織の経営活動が行われており，実務の
内容から学問へフィードバックさせた場合には，
当該実務の理論的検証は学術的融合を理解しな
ければならないことは明確である。
　スポーツファイナンスという学問領域を理解
するためには，表１で示した学問領域の理解が
必要であり，改めてスポーツファイナンスの学
際的領域であることを認識せざるを得ない。
２．　実務から学問へのフィードバック
　ここでは，スポーツ組織の実務内容の観点か
ら学問領域にフィードバックさせることで，実
務と学問の概念の相関を考察してみる。
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　図２で示したものは，小寺（２００９）で取り上
げられたプロスポーツ組織におけるマネジメン
ト実務を学問の概念に当てはめたものである。
概念は武藤（２００８）が述べている表１の学問領
域を，実務内容からフィードバックさせて段階
的に構成した。表１の学問領域の相関関係は，
学術内容がフラットであるが，実務内容の観点
からみた場合には，ファイナンスが実務全体の
中で最も重要であると考えた。
　資金に関して，その調達のプロセスが明確に
なることで，スポーツ組織の経営活動の規模が
決まることになる。つまり，資金調達の将来を
含めた可能性で経営活動の「枠」が予め想定さ
れる。そのなかから，中長期の事業計画を決め，
資金確保に向けた財務構造やコスト削減の財
務・会計としての実務の実践が行われる。こう
したファイナンスの決定を受けて，組織マネジ
メントとしてモラールを含めたガバナンス体制
が構築されることになる。注意しなければなら
ないのは，「ファイナンス」プロセスと「マネジ
メント」プロセスの重要性は，スポーツ組織に
おいては同等でなければならない。「ビジネス」
プロセスにおいても同等である。
　「ファイナンス」プロセスは，資金調達の可能
性に基づいて，組織の経営活動の「枠」を必然
的に生じさせることとなり，それにしたがって
「マネジメント」プロセスおよび「ビジネス」プ
ロセスの方向性が決定される。
３．　トップスポーツのビジネスモデル
３－１．　マネジメントモデル
　中村（２００３）は，トップスポーツビジネスを
成立させる構成要件として，「勝利」，「普及」，
「市場」の３つを挙げて，３つの要素を「トリプ
ルミッション２）」と称している。トップを目指
すチームや組織のマネジメントにおいては，「勝
利」が第一義的に目標とされる。しかし，経
営・運営を成功させることも目標となる。つま
り，トップスポーツ組織のマネジメントにおい
ては，「勝利」および「収益」という２つの異な
る目標が存在するとしている。具体的には，低
迷していたスポーツ組織が優勝した場合，結果
として選手年俸が高騰し，人件費を組織として
吸収できなくなり，主力選手の放出を行わなけ
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図２　実務と学問の概念
ればならなくなる場合がある。これは，マネジ
メントの失敗であり，育成・強化に対応した収
益の向上が実現できないために生じたものであ
る。
　同時に，スポーツ組織を常勝組織にするため
には，選手の裾野を広げる「普及」も重要な目
標となる。１時点のチームが強くなっても次
代・次々代の選手を育成し，継続的に勝利をも
たらすチームにしなければならない。また，１
つのスポーツ組織の成功にとどまらず，競技・
文化の幅広い普及を視野に入れ，統括機構の収
益だけではなく，スポーツ界を取り巻く市場環
境の促進を目指すことが求められる。つまり，
１競技のマネジメントにおいては，「勝利」，「普
及」のみならず「市場活性」も理念達成のため
には重要は目標となる。
３－２．　トリプルミッションの内部構造
　さまざまな学問領域の研究からモデルの構築
や理論化が進められている。特に，１９８４年ロサ
ンゼルスオリンピックの成功に代表されるス
ポーツ価値を顕在化させたことは，スポーツに
かかわるさまざまな事象の商品化を促進させ，
既存のマーケティング理論をスポーツの現場に
適用させることとなった。チケットセールスや
顧客満足度の向上をもたらすプロモーション，
価格設定の方法論は実務で応用され，スポーツ
ビジネスにおける実務の場の行動指針となった。
スポーツの振興・普及に関する社会理論も同様
に，各々の個別領域での理論は，「スポーツ理
念」から発する業務の推進に貢献している。
　図３のモデルは，「勝利」「普及」，「市場」の
関係性を着目している。競技の普及によって観
客・ファンが増えると，チームやナショナル
チームの観客や視聴者が増えて，入場料収入お
よび放映権収入の増加に貢献し，統括機構の収
益が潤沢であれば強化・育成を行える。ナショ
ナルチームのレベルが上がれば，さらに観客・
ファンが増えて競技人口が増加する。こうした
「好循環」を創出できるかがマネジメントの要点
となる。
　当該モデルにおいても，ファイナンスに関し
ての循環が重要であることがわかる。３つの要
素において，各々の関係性は「ファイナンス」
と密接につながる。つまり，モデルの「好循環」
は結果として資金の好循環であり，ファイナン
スという観点からのアプローチによると，さら
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図３　スポーツビジネスマネジメントのトリプルミッションモデル
に実務の理解度が深まる。
　こうしたトリプルミッションモデルは，単独
のスポーツ組織にも当てはまる。例えば，サン
フレッチェ広島はジュニアへの普及としてさま
ざまなイベントを開催している。そこに集まっ
た子供やその家族が観戦に来たり，ファンクラ
ブに入会することで，クラブの収益向上に貢献
し，スタジアムに多くのファンが集まることに
よって選手の士気も高まる。入場料収入が高ま
れば選手人権も高めることができ，戦力の確保
に貢献する。しかし，サンフレッチェの場合は，
２００９年度は入場料収入が５４５百万円，選手・ス
タッフの人件費１,３１３百万円となっているため，
入場料収入だけでは人件費を賄うことができな
い状況である。したがって，他の収益項目であ
るスポンサー広告料収入など他の営業活動によ
る補填を行わなければならない。トリプルミッ
ションモデルを円滑に活用するためには，ス
タッフのマネジメントによらなければならない。
３－３．　トリプルミッションの外部循環
　上述したトリプルミッションモデルには，組
織マネジメントにかかわる内部環境に加えて，
外部環境がある（図５）。例えば，スポーツ組織
のチームの勝利は，TV・新聞等のメディアを通
じて報道され，ファンの興味が増し競技の普及
に貢献する。「勝利」自体はメディアにおいて報
道価値を高め，報道ニーズの向上がスポーツメ
ディアのビジネス規模を増大させる。チームの
人気が TV視聴率を高めれば，スポンサーシッ
プの価値が増すことで CM収入が増大する。
　「普及」および「市場」の関連では，競技の普
及は競技用品の市場規模を高めるとともに，指
導や施設・設備のサービス産業を振興させる。
選手が使用するウェアやシューズ等のエンドー
スメントだけに限らず，観戦者が購入するチー
ムのオリジナルグッズやレプリカユニホームも
スポーツ用品ビジネスに関連し，スポーツの普
及がスポーツ産業の活性化のコアになる。
　スポーツ産業の「市場」規模が大きくなれば，
「勝利」と結びつくサポートビジネスが経済的に
成立するようになる。エージェントやスポーツ
トレーナー等のさまざまなビジネスは，競技レ
ベルが低い段階ではビジネスとして成り立ち難
いが，トリプルミッションの要素が相互に連携
することができれば，ビジネスとして成立する
ようになる。
　トップ（プロ）スポーツ組織が目指すマネジ
メントは，「強化」，「振興」および「マーケ
ティング」というミッションのバランスを取り
ながら，内部循環のマネジメントを円滑に連携
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図４　Jリーグ・アカデミーの目的
させることによって，外部環境に間接的に影響
を及ぼし，当該外的循環を円滑に連携させるこ
とによって，さらに大きく発展していくことに
なる。
　こうした外部循環においても円滑な連携をも
たらすのは「ファイナンス」である。つまり，
収益というファイナンス概念が３つの要素にお
いて生じなければならない。したがって，内部
循環と外部循環の双方の「好循環」が，「ファ
イナンス」という収益の発生に基づいて，相乗
効果としてスポーツ組織ならびにスポーツ産業
を成長させていくことにつながる。
お　わ　り　に
　本稿では，武藤（２００８）の先行研究を基に
「スポーツファイナンス」の再定義を試みた。ま
た，同時に中村（２００３）が示す「トリプルミッ
ションモデル」が好循環を示すためには，ファ
イナンス概念に基づく収益が３つの要素と連携
することが重要であることが明確となった。確
かに，スポーツファイナンスという学問領域は
学際的であり，さまざまな学術的要素が複合的
に絡み合っている。しかし，スポーツ組織の経
営活動は，他の産業と同様にビジネスとして成
り立たなければ「継続企業」という初歩的な
ハードルを乗り越えられない。そのためにも，
スポーツ組織におけるファイナンス概念は，ス
ポーツファイナンスとして浸透し，当該組織の
特性を理解した人材の育成が重要である。
　また，スポーツを取り巻く資金の流れは昨今
では大きく変化している。その要因には，一企
業によるスポーツ組織の保有には資金的に限界
があり，かつ，景気動向により企業自体の存続
が危ぶまれ，保有するスポーツ組織を休部・廃
部する傾向が強まっている。スポーツを産業お
よび文化として定着させるためには，スポーツ
組織の経営活動による資金的に自立した財務構
造の構築が喫緊の課題であることはいうまでも
ない。
注
１）　詳細は永田［２０１１］を参照。
２）　トリプルミッションモデルは平田竹男のアイデア
に基づいて，中村好男との共同作業によって構築さ
れたものである。 
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（出典：中村（２００３），４２頁）
図５　トリプルミッションの外部循環
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